
  
 現在、県・市町をはじめとする地方自治体は、少子高齢化の進展や生産労働人口の減少などによる財源

の減少・社会保障費の増大による行政経営資源の制約、地方分権の進展や協働と言った地方自治の新しい

流れ、住民ニーズの多様化・高質化などの様々な環境変化の中で、行財政改革に取り組んでいます。 

 また、一方で「岐阜県庁不正資金問題」※1など行政職員の公金意識の著しい欠如と、組織体質に関わる

深刻な問題も顕在化しています。 

これらは行政内部の問題とはいえ、公共サービスの執行を行政に委ねているのは、わたしたち住民自身

であることから、その責任の一端もわたしたちにあると考えねばなりません。また、地方自治推進のため

に住民がより積極的に行政へ参画することが必要であるならば、わたしたちが先ず「行政は住民の鏡であ

る」ことを自覚していく必要があります。 

 地域再生機構では、そのような現状の中、将来の発展に向けて弾力的・機能的な行政運営、持続可能で

健全な財政構造を確立すべく、行財政改革に根幹をなす事務事業評価（事務事業仕分け）への“民”の積

極関与や徹底的な情報開示が必要不可欠と考えます。 
 そこで、今回、民主導による事務事業評価（事務事業仕分け）の手法やそのスキームを研究提言する事

業を実施することとなりました。その一環として、以下のようなスケジュールでフォーラムを開催し、衆

知を集めて実効性の高い提言を検討していきたいと考えていますので、地方自治の現状を憂う県民の皆様

の参加をお待ちしております。 
 
第 1回 平成 19年 11月 26日「地方自治体を取り巻く環境を学ぶ」 
第 2回 平成 20年 1月 26日「地方自治体の行財政改革を知る(先進事例紹介)」 
第 3回 平成 20年 2月 18日「行財政改革における民主導の事務事業評価のあり方を考える」 
第 4回 平成 20年 4月 初旬「事業報告（提言書の公表とモデル評価）」（予定） 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
この事業は「公益信託ぎふNPOはつらつファンド」の助成を受けています。 

 
※1：地域再生機構では「返還される裏金の使途及び、再発防止のための行政改革に関する政策提言(H18.9)」を岐阜
県に提出しました。これらは、「ふるさとぎふ再生基金」、「岐阜県事務事業評価検討会」として実行されています。 

主 催：特定非営利活動法人 地域再生機構 http://reg-renaissance.org 
問合せ：〒500-8856 岐阜市橋本町 1-10-1 アクティブ G 319 

             Email：info@ reg-renaissance.org       
             TEL：090-8676-6317（担当：野村） 

第第３３回回  自自治治  フフォォーーララムムののごご案案内内 

第３回 自治フォーラム 
 
■日 時：平成 20年 2月 18日（月） 
■場 所： 県民ふれあい会館 （岐阜市薮田南 5丁目 14-53） 
      301中会議室 アクセス（http://www.gifu-fureai.jp/map/map.html） 
■申込み：不要 
■定 員：50人 
■参加費：500円（資料代等） 
■スケジュール 

18:30～     受付・開場 
 
19:00～19:20  開会の挨拶、第 1回、２回自治フォーラムの概要 

                特定非営利活動法人地域再生機構 駒宮博男 
 
19:20～20:50  『民主導の事務事業評価のあり方を考える』 
            グループディスカッション 
         
20:50～21:00  質疑・意見交換 
 

 ※第１回、第２回自治フォーラムに概要、資料等は地域再生機構ホームページに掲載しています。 
第１回、第２回自治フォーラムに参加されていない場合は事前にご覧の上ご参加ください。 
尚、会場でも希望者へは配布いたします。 



県民による行財政改革に資する事務事業評価の推進事業概要 
 

■事務事業評価研究会の開催（月１回 計４回開催） 

関係者や有識者等により、事務事業評価のあり方、民主導による事務事業評価の指針及び基準等の策定を行う。 

■自治フォーラムの開催（月１回 計４回開催） 

事務事業評価の進展状況や、検討会の提言などについて、有識者や一般県民と直接対話し、情報の発信や意見の集約を行

う。    講師予定有識者 岐阜大学地域科学部  西村 貢 教授 

               名城大学都市情報学部 昇 秀樹 教授 

■先進事例等の取材（随時） 

県外2カ所、県内２カ所程度の調査を行う。 

例：滋賀県、京都市、 岐阜市、中津川市 

■行革ニュースレターの発行（月１回 計４回発行） 

事務事業評価委員会の取り組みや、検討会・フォーラムの状況を紙媒体により発信する。 

■ホームページでの情報発信（随時） 

当法人のホームページに行革情報のコーナーを開設し、随時更新作業を行う。 

■報告書の作成 

上記を踏まえ、民主導の事務事業評価の提言とその報告書を作成する。作成した報告書は、岐阜県内の市町村の行革担当

へ配布し、民主導の事務事業評価の普及に努める。 
 

実 施 フ ロ ー 

自治フォーラム 事務事業評価研究会 先進事例調査 

事業の実施情報の共有 

幅広い意見の抽出 

対象：県民、行政職員（県、市町村） 

   ＮＰＯ関係者 

民主導の事務事業評価スキーム作成 

提言書作成 

 

民主導（参加）の先進事例調査 

 

 

第１回フォーラム 

フォーラム 

「地方自治体を取り巻く環境の変化

と行財政改革を学ぶ」 

 

 

第２回フォーラム 

フォーラム 

「地方自治体の行財政改革を知る(先
進事例紹介)」 
 

 

 

 

 

第３回フォーラム 

フォーラム 

 「行財政改革における民主導の事務事

業評価のあり方を考える」 

 

第１回研究会 

岐阜県事務事業評価検討会での検討事

業再検証 

 

 

 

第２回研究会 

事務事業評価スキーム作成 

In： 先進事例 

   モデル事業 

Out：問題点・課題 

 

 

第３回研究会 

事務事業評価スキーム作成 

In： スキーム原案、実施要領案 

Out：スキーム案 

 

 

 

第４回研究会 

提言書作成 

 

 

 

 

■ 調査先 

滋賀県 

  着目点：民主導、全事業 

京都市 

  着目点：事務事業ｻﾎﾟｰﾀｰ制度 

中津川市 

  着目点：民主導 

岐阜市 

  着目点：評価書等公表 

■ 調査内容 

ヒアリングによるスキームの把握 

 評価要領等の入手 

 実行への課題の把握 

 

実態調査 

■ 調査先 

県内全市町村 

■ 調査内容 

 政策評価・事務事業評価の実態 

 情報公開の実態 

 課題の抽出 

 

 

調査報告書の作成 

 

提言書、報告書の作成 
 

 

第４回フォーラム 

・報告書を受けて全県民にその成果を公表 

・参加者によるモデル評価 

対象：県民、行政職員（県・市町村） 
 




